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総務省に対する「退職手当制度見直しに関わる要請」
団体署名行動の実施について
　日ごろの取り組みに心から敬意を表します。
政府は、国家公務員に関する退職給付の官民較差（402.6万円）を是正するため、８月７日、「国家公務員の退職手当の支給水準引下げ等について」を閣議決定しました。同時に、早期退職勧奨制度について、20年以上勤務の45歳から適用することとし、最大40％の割増制度を創設することとしました。また、総務省は同日この取扱いに関わる総務副大臣通知を発出し、各自治体に対して「国家公務員の退職手当制度の改正に準じて必要な措置を講ずるよう要請」しています。北海道段階においては、国家公務員の方針を即座に地方自治体へ強制することがないよう道市町村課に対して８月９日に申し入れを実施しました。
今後は、法案閣議決定、国会審議と法案成立時期、その後の地方自治体における取り扱いが焦点となることから、道本部としては、自治労中央の方針を踏まえ、今後、予定される退職手当制度の見直しに対して、組合員の生活に大きな影響を与える重要な課題であるという認識に基づき、組織の総力をあげて取り組むこととしています。
具体的な取り組みの全体像は第53回道本部定期大会の当面の闘争方針を提起する予定ですが、各自治体での決着は、最低限の目標として、自治体の12月議会にはかることは断固阻止し、2013年２～３月議会での条例改正、４月以降の実施とすることを基本に取り組みを進めていく方針です。そうした条件を確保するために、公務員連絡会地公部会として、10月に予定される臨時国会前に総務省に対して、団体署名行動を取り組むこととなりました。
各単組においては、取り組みの趣旨をご理解いただき、最大限の取り組みをお願いします。
記
○　総務省に対する「退職手当制度見直しに関わる要請」団体署名行動の実施
（１）取り組みの考え方
　①　退職手当の制度改正にあたっては各自治体において、労使間で十分な交渉・協議、合意に基づくことが必要です。こうしたことから、総務省に対して、国に準じた拙速な措置を強制しないよう対応します。
②　また、退職時給付の均衡は共済年金職域部分の廃止に変わる措置や既裁定者への支給を前提とする必要がありますので、それらの制度の確保も同時に求める必要があります。そのために、別紙１の団体署名について全自治体単組において取り組むこととします。
【要請内容】
１．退職手当制度の見直しは、高齢職員の退職後の生活に大きな影響を与えることから、各地方自治体における十分な労使交渉・協議、合意に基づくことが必要であることを明らかにすること。
２．退職給付の一環である、共済年金職域部分の廃止後の取り扱いについては、国家公務員と同様の制度を地方公務員にも導入すること。また、共済年金職域部分の未裁定者（過去分）については、これまでの加入期間に応じた給付を行うこと。
（２）取り組みの範囲
　　道本部に加盟する全ての自治体単組の基本組織、支部・分会、補助機関など可能な限りの単位で取り組みを行います。署名用紙については、各単組で増刷の上、対応願います。
　　また、地方本部へ指示文書のデータを送信しますので、可能な限り、全ての単組へデータ配信願います。
（３）取り組みの期限
2012年10月９日（月）道本部賃金労働部へ郵送等にて必着のこと。
道本部において全体を集約し、とりまとめて自治労本部へ送付しますので、期限は守って取り組みをお願いします。
　　※　短期間の取り組みとなりますが、総務省に変な動きをされないよう一定の数を確保したいと考えていますので、各単組のご協力をお願いします。
＜別紙１＞
総務大臣　川端　達夫　様
地方公務員の退職手当制度見直しに関わる要請
【要請趣旨】
　　政府において、国家公務員の退職給付に係る官民較差解消のため、退職手当平均402.6万円の減額という、過去に例を見ない厳しい制度見直しが実施されようとしており、地方公務員についても、国の制度改正に準じて「必要な措置を講ずること」との要請がなされたところです。地方自治体では集中改革プランなどを通じて大変な人員削減が強いられる中、公共サービスの質の維持・向上のため第一線で働いてきた高齢層の職員にとって、今般の見直しは余りにも過酷な措置であり、地方自治体ですでに実施されている独自給与カット等に加えて、職員の生涯の生活設計に重大な影響を及ぼすものです。
そこで、地方公務員の退職手当制度見直しの取扱いについて、貴職に対し以下の事項を要請します。
【要請項目】
１．退職手当制度の見直しは、高齢職員の退職後の生活に大きな影響を与えることから、各地方自治体における十分な労使交渉・協議、合意に基づくことが必要であることを明らかにすること。
２．退職給付の一環である、共済年金職域部分の廃止後の取り扱いについては、国家公務員と同様の制度を地方公務員にも導入すること。また、共済年金職域部分の未裁定者（過去分）については、これまでの加入期間に応じた給付を行うこと。
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